
平成２４年度

（平成２４年７月～平成２５年６月）

環境活動レポート

マタケ造景株式会社

平成２５年　７月１０日



組織の概要

（１） 名称及び代表者名

　マタケ造景株式会社
　代表取締役社長　　真武　弘延

（２） 所 在 地 　

本 社 　福岡県福岡市東区香椎駅東4丁目47-1-301号
　TEL：092-661-6614
　FAX：092-673-1382

資 材 置 場 　福岡県福岡市東区下原2丁目地内

（３） 環境管理責任者氏名及び担当者連絡先

責 任 者　統括部長 　酒井　竜二 TEL：080-1785-4209
E-mail：sakai.zoukei@dune.ocn.ne.jp

担 当 者 営業部 　青谷　憲一 TEL：080-2745-7778
E-mail：m_zoukei@cosmos.ocn.ne.jp

（４） 事業内容

（５） 事業の規模

売上げ額 平成２４年度　２２６　百万円

本　社 資材置場

1５名 無人

60㎡ 1,343㎡

（６） 事業年度 7月1日～翌6月30日

（７） 法人設立年月日 平成２年　７月

（８） 資本金 ４００万円

　建設業：造園工事業他

従業員　　　　　

延べ床面積



２．認証・登録の対象組織・活動

登録組織名： マタケ造景株式会社

活動： 建設業：造園工事業、石工事業、舗装工事業、塗装工事業

　　  　水道施設工事業、土木工事業、しゅんせつ工事業

　　　  とび・土工工事業、鋼構造物工事業

有資格者数： １級造園施工管理技士・技能士　　３名

２級造園施工管理技士　　４名

１級土木施工管理技士　　１名

２級土木施工管理技士　　４名





３．２　工事現場

＜備考＞

・平成23年度試行運用期間の数値目標は、平成22年度実績値の3ヶ月分を推定し、

　これに削減率を乗じ設定しました。

・二酸化炭素排出量は、平成22年度九州電力の実排出係数0.385kg-CO2／kWhで計算している。

4 節水

目　標 ―

工事現場によって、使用量が大きく変動するため、数値目標は
立てずに取り組みは実施する

実　積 ―

3 農薬の適正管理

目　標 ―

工事現場によって、使用量が大きく変動するため、数値目標は
立てずに適正に管理する

実　積 ―

84 84 85

実　積 ％ 84 97.3 98.7 98.3 ―

2
産業廃棄物のリサイク
ル率84％の維持・向上

目　標 ％ ― 84

226.14

実　積
CO2発生量/
受注額
(百万円)

235.56 633.91 296.29 238.14 ―

平成24年度 平成26年度

1
二酸化炭素排出量の削
減

目　標
CO2発生量/
受注額
(百万円)

― 233.20 233.20 230.85

環境目標
目　標
実　積

単　位 基準値
試行運用期間
H23.11～H24.1

平成23年度



※二酸化炭素排出量は、平成22年度九州電力の実排出係数0.385kg-CO2／kWhで計算している。

95 95 95

（基準年比）

6
農薬の適正管理（工事現場によって、使用量が大
きく変動するため、数値目標は立てずに適正に管
理する）

50.0 50.0 50.0

（基準年比）

5 産業廃棄物のリサイクル率95％の維持・向上
％

95 95 95

4
グリーン購入
（平成23年度の実積を基準にグリーン購入率50％
の維持・向上）

ｸﾞﾘｰﾝ購入金額
/購入金額

50.0 50.0 50.0

33.95 33.60 33.25

（平成23年度の実績を基準に平成28年度までに5%削減する）（基準年比） -1.0% -2.0% -3.0% -4.0% -5.0%

3

総排水量の削減（節水）
（現場は、工事によって使用量が大きく変動する
ため、数値目標は立てずに取り組みは実施する）

ｍ
3

35
34.65 34.30

0.362 0.358 0.354

（平成23年度の実績を基準に平成28年度までに5%削減する）（基準年比） -1.0% -2.0% -3.0% -4.0% -5.0%

2
一般廃棄物量の削減 ｔ

0.373
0.369 0.366

（前年比） -1.0% -1.0% -1.0% -1.0% -1.0%

61,995 61,375 60,762

受注額(百万円) 250
1

二酸化炭素排出量の削減

（平成23年度の実績を基準に1%以上削減する）

CO2発生量(kg) 63,893 63,254 62,622

CO2発生量(kg)/
受注額(百万円)

256

環　境　目　標

No. 環境目標 単　位 基準値 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度



１．二酸化炭素排出量の削減

7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月

1 社内で節電シールを貼る

2 エアコン設定温度を決め，実行する

3 エアコンフィルターの清掃

4 昼休みの消灯運動

5 退出時のOA機器の主電源OFF

1 エコドライブ推進

2 タイヤの空気圧を適正値に保つようにする

3 ハイブリッドカーの導入の検討

1 トラックのエコドライブ推進

2 重機運転における省エネ

3 タイヤの空気圧を適正値に保つようにする

２．廃棄物排出量（一般廃棄物）の削減

7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月

1 会議資料・事務手続書類の簡素化を実行する

2 使用済み用紙の裏紙利用の徹底

3 使用済み封筒の再利用の徹底

4 分別の徹底

３．産業廃棄物のリサイクル率の向上

7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月

1 残余資材の他現場再利用。統一規格での発注。

2
現場代理人は産業廃棄物管理票の管理を確実に
行い、責任者に報告する

3 産業廃棄物の適正処理を確認する

４．事務所の水使用量の10％削減

7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月

1 節水シールの貼り付け

2 節水活動の推進

５．グリーン購入

7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月

1 アスクルへの注文の統一化

2 注文時のリサイクル製品の有無の確認

６．農薬の適正管理

7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月

1 保管場所の施錠

2 適正な使用量確認の徹底

3 管理簿の作成

７．事業活動に伴う目標

7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月

1 植栽の提案 真武 1 月1回の清掃活動、エコアップ活動 酒井

スケジュール

1 農薬の適正管理 山脇 酒井

取組目標
取組目標
責任者

活動項目
活動項目
担当者

スケジュール

1 グリーン購入 青谷
真武
（富）

取組目標
取組目標
責任者

活動項目
活動項目
担当者

スケジュール

1 節水活動 古賀 清水

取組目標
取組目標
責任者

活動項目
活動項目
担当者

スケジュール

1
リサイクル率の向上を目指
す

青谷
酒井
山脇

取組目標
取組目標
責任者

活動項目
活動項目
担当者

スケジュール

1
可燃ごみ、不燃ごみ、紙の
排出量の把握

青谷 酒井

取組目標
取組目標
責任者

活動項目
活動項目
担当者

スケジュール

3 軽油使用量の削減 酒井 山脇

取組目標
取組目標
責任者

活動項目
活動項目
担当者

1 電気使用量の削減
真武
酒井

青谷

2 ガソリン使用量の削減
真武
酒井

山脇

環境活動計画

取組目標
取組目標
責任者

活動項目
活動項目
担当者

スケジュール



※二酸化炭素排出量は、平成22年度九州電力の実排出係数0.385kg-CO2／kWhで計算している。

6
農薬の適正管理（工事現場によって、使用
量が大きく変動するため、数値目標は立て
ずに適正に管理する）

― ― ―

5
産業廃棄物のリサイクル率95％の維持・向
上

％
95 95 98

（基準年比）

4 グリーン購入

ｸﾞﾘｰﾝ購入金額
/購入金額
（％） 50.0 50.0 61.0

（基準年比）

3
総排水量の削減（節水） ｍ3

35
34.65 38.00

（基準年比） -1.0% +8.5%

2
一般廃棄物量の削減 ｔ

0.373
0.369 0.383

（基準年比） -1.0% +2.6%

CO2発生量(kg)/
受注額(百万円)

256 283

（基準年比） -1.0% +10.5%

1 二酸化炭素排出量の削減

CO2発生量(kg) 63,893 63,254 63,877

受注額(百万円) 250 226

環境目標の実積

No. 環境目標 単　位 基準値
平成24年度
目標値

平成24年度
実積値







環境関連法規等の遵守状況の確認及び評価並びに違反、訴訟等の有無

当社の事業活動において、法的義務を受ける主な環境関連法規は次のとおりである。

適用される法律規制等 適用される事項（施設・物質・活動等）

廃棄物処理法 事業系一般廃棄物、産業廃棄物（廃プラ、木くず、鉄くず）

騒音規制法 バックホウ

振動規制法 バックホウ

平成25年7月に上記の環境関連法規の平成24年度（平成24年7月～平成25年6月）における遵守状
況を確認・評価した結果、違反はありませんでした。
また、関係機関等からの指摘、利害関係者からの訴訟もありませんでした。




